様式第１号

年　月　日

とくしま六次産業化推進連携協議会長　殿

＜事業を実施しようとする者＞　住所

氏名　　　　　　　　　　　　　


異業種等と連携した商品開発支援事業実施計画の承認の申請について

　このことについて、異業種等と連携した商品開発支援事業業務方法書第９条第１項に基づき、関係書類を添えて申請します。

注）様式第２号を添付すること。
注）事業を実施しようとする者の印を省略する場合は、本人であることを確認するための書類（運転免許証、法人の登記書類、個人・法人の印鑑証明書等）のコピーや写真をPDFで添付すること。
注）注意書きは削除すること。

様式第２号

異業種等と連携した商品開発支援事業実施計画書（実績報告書）

	市町村名
	


１　事業実施主体

	事業実施主体名
	（よみがな）

	代表者氏名
	（よみがな）

	事業体種別
	□６次産業化事業者（予定を含む。）

□農商工等連携事業者（予定を含む。）

	主たる事務所の

所在地
	〒　　　－　　　　

徳島県

	担当者連絡先
	職・氏名
	部署等：

職　名：

氏　名：

	
	電話

（いずれか）
	事業所：　　　－　　　－

自　宅：　　　－　　　－

携　帯：　　　－　　　－

	
	ＦＡＸ

（いずれか）
	事業所：　　　－　　　－

自　宅：　　　－　　　－

	
	電子メール
	＠


２　事業の目標

成果目標

	


注）実施する事業の内容を踏まえて地方創生に資する成果目標を設定する。

（例）新商品の開発数　○件

新商品の製品化　○件

新たな販売先の増加　○件

新商品の販売額の増加　○円

新たに雇用する人数　正規雇用○人＋臨時雇用○人　など
成果目標が地方創生に資する目標であることの考え方等
	


注）　商品開発・改良後の地域への波及効果、自らの経営への効果など、実施する事業の内容を踏まえて地方創生に資する考え方を記載する。

（例）　新商品は地域資源である○○を主な原材料として製造するもので、その原材料は事業実施主体（又は契約先である市内生産者）が生産するものである。新商品の原材料使用量は、事業実施○年後に年間○トンを目論んでおり、これは園地○アールの生産量に相当する。本事業により新商品の開発を行い、これを製造・販売することで、原材料使用量及び生産量の増加が見込まれるため、ひいては地域の農業生産を支えるものとなり得る。さらに、事業実施主体の商品売上高の○％の向上を見込むものであることから、事業実施主体の経営の改善に有効なものである。

以上から、本事業の実施は、地域農業の活力の維持・増進並びに６次産業化（又は農商工等連携）の拡大により地方創生に資するものである。
３　事業内容　　※該当箇所の□を塗りつぶすこと。
	□新商品の開発
	試作・評価（新商品の開発をする場合は必須）

＜開発する新商品の概要＞

＜実施スケジュール＞

	
	実施時期
	実施内容

	
	　　　月
	

	
	　　　月
	

	
	　　　月
	

	
	□加工開発の一部を委託

（委託先　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（委託金額：金　　　　円（込））

	
	完了（予定）年月日
	年　　月　　日　

	□既存商品の改良
	既存商品の名称：（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	改良の方向性（複数可）

□商品名の変更

□調味の改良

□包装容器の変更

□パッケージ・デザインの改良

□容量・サイズの変更

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□　加工改良の一部を委託

（委託先　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（委託金額：金　　　　円（込））

	
	完了（予定）年月日
	年　　月　　日

	□市場調査（推奨）

	■ペルソナの設定（必須）

	■消費者の利用シーンの提示のための資料の作成（必須）

	■FCPシートの作成（必須）

	■食品表示に係る相談（必須）

	■専門家等への相談（必須）

	□研修会・求評会・展示商談会等への参加（推奨）

名称：（　　　　　　　　　　　　　　）・時期：（　　　　　　　　　　　　　）

	□総合化事業計画又は農商工等連携事業計画の策定等


注）該当する事項の□を塗りつぶし、必要に応じて詳細を記載する。
注）複数の商品の開発・改良に取り組むことも可とする。この場合、商品ごとに当該表を作成する。
注）事業の一部を委託する場合であって、当該計画の協議の段階にあっては、委託先を「○○市内菓子製造事業者」、委託金額を予定価格で記載し、実績報告において、具体的な事業者名、委託実績金額（消費税及び地方消費税を含む。）を記載する。

４　主な原材料（農林水産物）、産地及び入手方法

	主な原材料
	

	産　地
	

	入手方法
	□自ら生産

□契約生産

（契約先の農林漁業者等：　　　　　　　　　　　　　　　　）

□集荷団体・卸業者等と売買契約

（契約先の団体・企業等：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	不作等が原因で、上記により十分な原材料が入手できなかった場合の原材料の確保方法を確立している

□他の生産者から原材料を購入

□小売業者から原材料を購入

□売買契約を更改して原材料を入手

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


注）主な原材料が複数である場合は、当該表を複数羅列する。ただし、産地及び入手先が同一であるものにあっては、一の表にまとめて記載する。

５　連携先及び連携内容等

	連携先名称
	連携する内容
	担当者所属・氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）サークル活動等で連携する場合は、「担当者所属・氏名」の欄にサークル等の名称、主な活動内容及び代表者氏名等を記載する。

注）行は適宜追加するものとし、別葉によることも可とする。

注）当該計画協議の段階で連携先が決定していない場合は、想定している連携先及び内容を記載し、決定したときは速やかに当該計画書を変更し、変更後の計画書を提出する。

６　専門家等の氏名、アドバイスを受ける事項の概要

	所属または職名
	氏　名
	相談概要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）当該計画の協議の段階でアドバイザーが決定していない場合は、「未定」と記載し、決定したときは速やかに当該計画書を変更するとともに変更後の計画書を協議会長に提出する。

注）食品表示ラベルを作成しようとする場合は、食品表示等に係る専門家や行政機関等への相談を行うこと。
　

７　事業実施後の製造量等の計画

商品名称（　　　）
	事項
	単位

・単価
	実施年度

（　　年度）
	実施後１年目

（　　年度）
	実施後２年目

（　　年度）
	実施後３年目

（　　年度）

	主な原材料の

使用量
	単位
	計画　

実績　
	計画　


	計画　


	計画　



	商品製造数
	単価
	計画　

実績　
	計画　


	計画　


	計画　



	販売希望先
	－
	
	
	
	


注）主な原材料の使用量及び商品製造数は、試作・改良を除く。

注）商品ごとに製造計画を作成すること。
８　経費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	内容
	積算根拠
	金額
	

	
	
	
	うち消費税及び地方消費税

	新商品の開発
	
	
	

	
	小計
	
	

	既存商品の改良
	
	
	

	
	小計
	
	

	ペルソナの設定
	
	
	

	
	小計
	
	

	消費者の利用シーンの提示のための資料の作成
	
	
	

	
	小計
	
	

	ＦＣＰシート作成
	
	
	

	
	小計
	
	

	専門家等への相談
	
	
	

	
	小計
	
	

	合　計
	
	
	


注）必要に応じて適宜行を追加すること。

９　事業費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	内容
	協議会からの補助金
	その他

助成金等
	自己負担

	
	県　分
	市町分
	
	
	うち消費税及び地方消費税

	新商品の開発
	
	
	
	
	

	既存商品の改良
	
	
	
	
	

	ペルソナの設定
	
	
	
	
	

	消費者の利用シーンの提示のための資料の作成
	
	
	
	
	

	ＦＣＰシート作成
	
	
	
	
	

	専門家等への相談
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


注）必要に応じて適宜行を追加すること。
注）「協議会からの補助金」の額は、市町代表者と協議のうえ記載すること。

添付書類　注）添付する書類の□を塗りつぶす。
（１）計画時

□連携に係る同意書の写し

□保護者又は学校が同意していることを証する書類の写し（高校生と連携する場合）
□改良前の既存商品の全体及び食品表示部分の写真（既存商品の改良の場合）

□任意団体の場合

□主たる事務所の所在地を記した書類

□代表者を記した書類

□定款、組織規約、経理規程等の組織運営に関する規約

□本事業に取り組むことが総会等において承認されていること。

□その他、協議会長等が必要と認める書類

（２）実績報告時

□開発または改良した商品の全体及び食品表示部分の写真（必須）

□市場調査の評価・分析結果

□設定したペルソナを記述した書類（必須）

□消費者の利用シーンの提示のための資料（必須）

□開発または改良した商品のFCPシート（必須）
□事業の実施に係る領収書、各種契約書の写し、請求書及び支払明細書等の写し（必須）

□その他、協議会長等が必要と認める書類
（参考様式）

異業種等と連携した商品開発支援事業に係る同意書

	（甲）事業者
	（事業者名称、代表者氏名）

（連絡先）

	（乙）連携者
	（氏名）

（連絡先）

（連携先名称、所在地、所属等）

	連携する内容
	


（甲の同意）

私は、標記事業の実施にあたり、次の各項目について同意します。

１　乙に対し、金銭を求めません。

年　　月　　日

	署代表者の署名又は記名押印




（乙の同意）

私は、標記事業の実施にあたり、次の各項目について同意します。

１　連携する内容に記載の事項について、連携先事業者に誠実に協力します。

年　　月　　日

	署署名又は記名押印




（連名としてもよい）

注）連携する全員分の通数を作成し、各々が保管する。

（参考様式）（高校生と連携する場合）

異業種等と連携した商品開発支援事業に係る同意書

	（甲）事業者
	（事業者名称、代表者氏名）

（連絡先）

	（乙）連携者
	（氏名）

（連絡先）

（学校名、学年、所在地）

	（丙）乙の保護者、後見人等
	（氏名）

（連絡先）

	連携する内容
	


（甲の同意）

私は、標記事業の実施にあたり、次の各項目について同意します。

１　乙に対し、金銭を求めません。

年　　月　　日

（乙の同意）

私は、標記事業の実施にあたり、次の各項目について同意します。

１　連携する内容に記載の事項について、連携先事業者に誠実に協力します。

年　　月　　日

（丙による乙の同意に対する承認及び同意）

私は、標記事業の実施にあたり、乙が同意した内容を承認し、及び次の項目について同意します。

１　連携する内容に記載の事項について、連携先事業者に誠実に協力します。

年　　月　　日

注）連携する全員分の通数を作成し、各々が保管する。
法人にあっては、主たる事業所の住所地及び法人名称並びに代表者の職及び氏名





代表者の署名又は記名押印








本人の署名又は記名押印








保護者・後見人等の署名又は記名押印











